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研究成果の概要（和文）：正解・不正解がある問題を考える。もし選択肢が「二択」で、人々が「独立に」正解
に関する情報を受け取っており、人々が無限人いれば多数決が間違える確率は 0 に収束することが知られてい
る。
本研究では次の環境を導入した。問題は二択であるが、「素直な問題」か「ひっかけ問題」の可能性がある。素
直な問題では人々が受け取る情報の正確さは1/2 を超え、ひっかけ問題では情報の正確さは 1/2 を下回る。
この設定の下、多数決が間違える確率が1に収束しうることを示した。更に情報伝達や逐次的決定問題に応用
し、利害対立が存在しない環境においても非効率な意思決定が起きることを示した。

研究成果の概要（英文）：Consider a problem having correct and incorrect answers. It is known that if
 the alternatives are "two choices," people "independently" receive information about the correct 
answer, and there are an infinite number of people, the probability that the majority vote will be 
wrong converges to zero.
The following environment was introduced in this study. The problem can be either a "straightforward
 question" or a "tricky question". For the straightforward question, the accuracy of the information
 people receive is greater than 1/2; for the trick question, the accuracy of the information is less
 than 1/2.
Under this setting, we show that the probability that the majority vote can be wrong can converge to
 one. Furthermore, by applying the method to a communication game and sequential decision problems, 
we showed that inefficient decision making can occur even in an environment where there is no 
conflict of interest.

研究分野：ゲーム理論

キーワード： 陪審定理

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の主な貢献はひっかけ問題の可能性を導入することで、通常問題が起きないと考えられている人々に利害
の対立がない環境においても非効率な意思決定が発生しうることを示したことである。こういった環境は利益追
求を目的とする企業における会議や医療の現場において存在しうる。こういった環境においてさえも意思決定や
情報伝達に問題が発生していることが知られている。本研究の意義はこういった現象に説明と解決策を与えると
いう意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

集合知という言葉がある。これは一人で物事を決めるよりも多人数で決めたほうが良い結

果が得られるということを含意している。集合知がうまく働くということの理論的な根拠

の一つとして、コンドルセの陪審定理（ Condorcet, 1785 ）が有名である。この定理の主

張は次のとおりである。正解・不正解がある問題を考える。もし選択肢が「二択」で、人々

が「独立に」正解に関する情報を受け取っており、その情報が正しい確率が「 1/2 」でな

ければ (1) 多数決の精度は一人で決めることの精度より高く、 (2) なおかつ人々が無限人

いれば多数決が間違える確率は 0 に収束する。 (1)を非漸近陪審定理、 (2) を漸近陪審定

理と呼ぶ。この定理はゲーム理論的な環境で様々な拡張がなされ、人々が共通の目的を持っ

ている限り , 上の仮定が保たれていればほとんどの場合で頑健に成立することが知られて

いる。コンドルセ陪審定理に従うならば , あらゆる二択の物事は人間をなるべく多く集め

てきて多数決で決めるべきである。しかもコンドルセ定理の主張では少しでも情報が得ら

れる限り、選ぶ人間はどんな素人でもいいのである。一方で実際の企業や科学の現場ではそ

んなことはなされていない。専門誌の査読も審査員は専門家である。さらに掲載の可否も審

査員の情報を集めるとはいえ、実際には彼らの多数決だけで決まることはなく、最終的には

編集者の判断である。この点でコンドルセ陪審定理は額面通りには受け入れがたい。 

 

 

２．研究の目的 

次の設定を考える。問題は二択であるが、「素直な問題」か「ひっかけ問題」の可能性があ

る。素直な問題では人々が受け取る情報の正確さは 1/2 を超え、ひっかけ問題では情報の

正確さは 1/2 を下回る。 本研究の目的はこの設定のもとで(1) 多数決の結果が間違える

確率が 1に収束することを示し、(2) その解決策を考えることである。また(3) ひっかけ問

題の設定が他の環境でも問題になりうるかも考える。 

 

３．研究の方法 

 

ゲーム理論を用いて理論的に研究を行う。必要に応じてコンピュータを用いた数値シミュレー

ションを行う。 

 

 

４．研究成果 

 

本研究では以下の事項を示した。(a)研究目的で提示した設定の下で多数決の結果が間違えるこ

とが 1 に収束することを示し、その結果を選択肢数が 3 以上の場合にも拡張できることを示し

た。(b) 多数決を行う前にその問題が「ひっかけ問題」であるかどうかについて複数の専門家が

自由にコミュニケーションを行うことができるようにモデルを拡張した。(c) 「ひっかけ問題」

の仮定を複数人の意思決定者が逐次的に決定を行う問題に応用した。 

 



(b)は(a)によって明らかにされた問題を解決する方法として始まり、研究協力者である神戸学院

大学の永岡成人氏と共同で行った。より詳細には(1) 拡張されたモデルにおいて、多数決におい

ては投票者たちに内生的なバイアスが発生し、それが専門家とのコミュニケーションを困難に

し、結果として専門家たちが持つ情報が投票者に一切伝わらなくなることを示した。(2)専門家

たちに自由にコミュニケーションを行わせるのではなく、彼らの意見を集約し、ひっかけ問題か

どうかという点で専門家としての意見を統一するというコミットメントを行うことができれば

専門家たちの情報は伝わり、結果として多数決の決定精度も改善することを示した。 

 

(c)は「ひっかけ問題」の設定の他環境への応用である。詳細は以下の通りである。この分野の研

究では自身が受け取ったシグナルを捨て、先行者の決定に従ってしまうという合理的群衆行動

が発生することが知られている。本研究では標準的な設定に真の状態が「ひっかけ問題」である

可能性を加えた。つまり、人々が受け取るシグナルの精度が不確実で、それが別の状態によって

決まるというものである。本研究では理論的に均衡を特徴づけ、「ひっかけ問題」の可能性は合

理的群衆行動の発生を抑えることを示した。この結果は数値計算によっても確かめられた。 

また、人々の情報精度による比較静学も行い、数値計算によって、事前の意味での実際の厚生が

情報精度に関して非単調であることを示した。 
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